
様式第８（第１１条関係）

殿

住所 島根県出雲市今市町７０番地

氏名 出雲市長　飯塚　俊之

令和６年度島根県電源立地地域対策交付金事業評価報告書

農 基 第 ９ ９ ０ 号

令 和 ７ 年 ３ 月 ３ １ 日

　　　　島根県知事　　　丸山　達也

　令和６年７月１日付け指令原第２９９号をもって交付の決定の通知を受けた電源立地地域対策交付金にかかる交付金事業の成果の評価について島根県電源立地地域対策交

付金交付要綱第１１条第３項の規定により別紙のとおり報告します。



別紙

Ⅰ．事業評価総括表 （令和６年度）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

（単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当額 備 考

1
公共用施設に係る整備、
維持補修又は維持運営
等措置

林道向名線落石対策測量設計業
務

出雲市 4,550,700 4,448,000



Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、維持補修又は
維持運営等措置

林道向名線落石対策測量設計業務

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 出雲市

交付金事業実施場所 出雲市乙立町地内

　林道向名線は、一級河川神戸川左岸の殿川内集落と右岸の向名集落を繋ぐ、総延長2,340mの林道です。集落間を連結する主要な
生活道として昭和35年に開設され、現在では林業施業する人や通勤通学等地域にとって大切な路線となっています。林道開設時に
おいては、段丘崖を切削することにより道路を整備し、転石などは見受けられませんでした。その後の降雨等により段丘崖の風化が
進み、現在、林道斜面に比較的大きな転石・浮石群が存在するとともに、ここ数年毎年数回、こぶし大の落石が発生しており、けが人
は出でいませんが、交通に支障を及ぼしている状況です。落石は、神戸川左岸（A工区）80m及び右岸(B工区)120mにおいて発生して
おり、この内落石発生頻度の高いA工区内の38m及びB工区内の40mについては、年次的に落石対策を実施し対策済みとなっていま
す。本年度以降は、未対策であるB工区（80ｍ）の落石対策を実施します。。　　　　　

施工年度 施工内容 施工延長・面積

R6 落石対策測量設計業務 80ｍ 0.35ha

R7 落石対策詳細設計業務 80ｍ 0.35ha

R8 落石対策工(落石防護網工) 40ｍ 0.18ha

R9 落石対策工(落石防護網工) 40ｍ 0.17ha

事業開始年度 令和6年度 事業終了（予定）年度 令和9年度

事業期間の設定理由 R6～R7年度に測量設計を行い、R8～R9年度に対策工事を実施するため。

交付金事業に関係する都道府県又は市
町村の主要政策・施策と目標

出雲市国土強靭化地域計画（令和２年度～令和６年度）
　Ⅴ 施策分野ごとの推進方針
　　２ 住宅・都市・土地利用
　　　（３）都市づくり・土地利用
　　（液状化・崩落危険地域の予防対策）
　　・地震発生時に、落石や法面崩壊等が発生する可能性があることから、道路施設の被害を防止する必要がある。
　　（農林基盤課）
  目標：落石や法面崩壊等により孤立する集落の予防。

交付金事業の概要



成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和9年度

成果実績 ％

目標値 ％ 100

達成度 ％

評価年度の設定理由

当該事業が完了するのが、令和9年度であるため。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

対策が必要な範囲
における対策済箇
所の割合（％）

対策済み箇所／対
策が必要な全箇所

×100（％）

交付金事業の成果目標
及び成果実績



うち文部科学省分

うち経済産業省分

活動指標 単位 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

活動実績 ｍ 80

活動見込 ｍ 80 80 40 40

達成度 % 100

交付金事業の総事業費等 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 備考

総事業費 4,550,700 

交付金充当額 4,448,000 

4,448,000 

交付金事業の契約の概要

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

落石対策測量設計業務 指名競争入札 島建コンサルタント株式会社（出雲市） 4,550,700

計 4,550,700

交付金事業の担当課室 出雲市農林水産部農林基盤課

交付金事業の評価課室 出雲市農林水産部農林基盤課

交付金事業の活動指標
及び活動実績

林道向名線落石対策
測量設計業務

進捗量


